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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本博士論文の目的は、日本のいくつかの環境問題を対象に、環境政策の有効性を明らかにする 
ことにある。中心的な部分は、第二章から第四章によって構成されている。第二章では、（1）ごみ処 
理手数料有料制はごみ排出量の削減、リサイクル促進効果がある、（2）ダミー変数を用いた分析で 
は、政策効果を50％程度過大評価する、ことを明らかにした。先行研究の多く（特に日本を対象にし 
た研究）は、価格変数を用いず、有料化ダミー変数を使って分析しており、物価水準の変化による実 
質価格の変化の効果を考慮していないために、インフレ局面のデータを用いると、有料化の効果を 
過小評価し、デフレ局面では効果を過大評価する可能性がある。本研究では、価格変数を用いて分 
析し、ダミー変数を用いることで生じるバイアスを明らかにした。第三章は、環境マネジメントに関す 
る認証制度ISO14001を対象に、早期取得企業ほどより積極的に環境R&Dを実施し、環境関連の特許 
取得件数を促進する効果があることを明らかにした。先行研究では、企業の環境R&D支出を環境イ 
ノベーションに対する行動の代理変数として用いて分析し、環境マネジメントシステムの早期導入と 
の関係を分析しているが、実際のイノベーション（技術開発）との関係については明らかにしていな 
い。本研究では、被説明変数として環境R&D支出に加え、技術開発の成果として特許取得数を活用 
することで、先行研究を発展させている。第四章は、気象条件が米の収量（土地生産性）や米の品質 
（一等米比率）に及ぼす影響を明らかにしている。先行研究では、気温の作物への直接影響に加 
え、害虫増加を通じて引き起こす間接的な影響を明示的に考慮してこなかった。本研究では、温暖 
化の適応策として、害虫対策の有効性を評価するために、気温の直接効果と間接効果の2つの経路 
を分析した結果、（1）気温上昇は、高温障害による負の影響を引き起こす一方、冷害を減らすため、 
高温障害の影響の一部が相殺される、（2）害虫による間接効果は小さく、従来の害虫対策が温暖化 
の影響を小さくする可能性が高い、（3）2050年における気温上昇（2.1℃上昇）による米生産への影 
響を分析した結果、北海道では約5.6％の増収をもたらす一方、関東以南では、4.7～7.2％の減収を 
もたらす、ことが明らかになった。以上の研究は、いずれも社会的意義を有するテーマを対象に、最 
新の分析手法を用いて、分析しており、得られた知見は、学術的な意義が大きいだけでなく、行政 
にも重要な知見を提供できる優れた質のものであると、高く評価できる。 
以上から、本論文は博士（経済学）の学位論文として合格であるとする。 
